
2017年4月
～2020年2月

2020年
9月1日

2020年
12月1日

2021年
3月1日

経過措置 経過措置 経過措置 経過措置

指定団地 指定団地 指定団地 指定団地

1 2.9% 0 0 2.1% 0 0 2.1% 0 0 2.1%
北海道 333 10 343 -4 0 332 7 339 0 332 7 339 0 332 7 339

▲ 4 5.9% 0.6% 4.6% 3.6% 0.0% 5.4% 0.6% 4.7% 0.0% 5.4% 0.6% 4.7% 0.0% 5.3% 0.7% 4.7%

88 13.3% 0 11 5.8% 0 11 5.8% 0 11 5.5%
東北 542 83 625 -23 0 567 35 602 0 567 35 602 2 569 33 602

▲ 1 9.6% 4.8% 8.5% 20.7% 0.0% 9.2% 3.2% 8.3% 0.0% 9.2% 3.2% 8.3% 2.9% 9.1% 3.2% 8.3%

266 34.3% 3 130 24.8% 2 132 24.6% 17 149 23.6%
関東 1,385 722 2,107 -35 3 1,560 514 2,074 4 1,562 510 2,072 20 1,582 490 2,072

▲ 7 24.5% 41.8% 28.6% 31.5% 25.0% 25.3% 46.3% 28.5% 18.2% 25.3% 46.8% 28.5% 28.6% 25.3% 48.1% 28.5%

124 28.7% 1 48 20.4% 2 50 19.9% 6 56 18.6%
中部 469 189 658 -9 1 515 132 647 3 520 129 649 8 528 121 649

8.3% 10.9% 8.9% 8.1% 8.3% 8.4% 11.9% 8.9% 13.6% 8.4% 11.8% 8.9% 11.4% 8.4% 11.9% 8.9%

10 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%
北陸 292 0 292 -12 0 280 0 280 0 280 0 280 0 280 0 280

5.2% 0.0% 4.0% 10.8% 0.0% 4.5% 0.0% 3.9% 0.0% 4.5% 0.0% 3.9% 0.0% 4.5% 0.0% 3.9%

123 33.3% 0 65 24.9% 5 70 24.4% 7 77 23.1%
近畿 680 339 1,019 -16 0 753 250 1,003 5 758 245 1,003 13 771 232 1,003

12.0% 19.6% 13.8% 14.4% 0.0% 12.2% 22.5% 13.8% 22.7% 12.3% 22.5% 13.8% 18.6% 12.3% 22.8% 13.8%

86 13.1% 1 20 6.2% 0 20 6.3% 2 22 5.4%
中国 549 83 632 -25 1 571 38 609 0 569 38 607 5 574 33 607

9.7% 4.8% 8.6% 22.5% 8.3% 9.3% 3.4% 8.4% 0.0% 9.2% 3.5% 8.4% 7.1% 9.2% 3.2% 8.4%

50 17.6% 2 24 8.0% 3 27 7.1% 0 27 7.1%
四国 291 62 353 -2 2 323 28 351 3 326 25 351 0 326 25 351

5.1% 3.6% 4.8% 1.8% 16.7% 5.2% 2.5% 4.8% 13.6% 5.3% 2.3% 4.8% 0.0% 5.2% 2.5% 4.8%

166 20.4% 1 50 9.0% 3 53 8.4% 14 67 6.6%
九州 931 238 1,169 5 5 1,068 106 1,174 7 1,075 99 1,174 22 1,097 77 1,174

16.5% 13.8% 15.8% -4.5% 41.7% 17.3% 9.5% 16.1% 31.8% 17.4% 9.1% 16.2% 31.4% 17.6% 7.6% 16.2%

1 0.5% 0 0 0.5% 0 0 0.5% 0 0 0.5%
沖縄 181 1 182 10 0 191 1 192 0 191 1 192 0 191 1 192

3.2% 0.1% 2.5% -9.0% 0.0% 3.1% 0.1% 2.6% 0.0% 3.1% 0.1% 2.6% 0.0% 3.1% 0.1% 2.6%

915 23.4% ＜減少率= -1.5%＞ 8 348 15.3% 15 363 15.0% 46 409 14.0%
全国　計 5,653 1,727 7,380 -111 12 6,160 1,111 7,271 22 6,180 1,089 7,269 70 6,250 1,019 7,269

▲ 12 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

＊　斜体の数字 は自由化団地の内、シェア５０％超の団地数 　　　（注）旧簡易ガス団地が廃止された数及び指定団地・自由化団地の内訳は把握していない。

＊＊下段のパーセンテージは全国計に占める割合 【出典：生産動態統計 ほか】

団地 計

経過措置指定団地の2020年9月及び12月解除並びに2021年3月解除予定

団地 計 解除見込み
自由化
団地

団地 計 解除
自由化
団地

解除
自由化
団地

2020年9月1日見込
（2020年8月生産動態統計BASE）

2020年12月1日見込
（2020年9月生産動態統計BASE）

2021年3月1日見込
（2020年9月生産動態統計BASE）

自由化
団地

団地 計
供給地点群

数
の増減

2017年3月31日

2020年12月1日

 ▲は、生産動態統計で旧簡易ガスに区分された旧一般ガスの供給区域。 （一社）日本コミュニティーガス協会
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2020年 12月 9日 

ガス事業会計規則（収益認識基準）の進捗について 

業務部 

 

 本省に問い合わせたところ、以下の回答がございました。 

 

 

「今年度中に改正予定ですが、現状、まだパブコメ等の日程は決まっていません。」 

 

以上 
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2020 年 12月 1 日 

コミュニティーガス事業（＝旧簡易ガス事業）申請・届出の手引き【業務編】 

 

序 コミュニティーガス事業（＝旧簡易ガス事業）とは（法第２条、規則第１条） 

 

(1) 「コミュニティーガス事業（＝旧簡易ガス事業）」とは、ガス事業法に規定され“小売供給”のう

ち、“特定ガス発生設備”においてガスを発生させ、導管により“一の団地”内において 70 以上の

“供給地点”にガスを供給する事業を言います。 

(2) 「小売供給」とは、一般の需要に応じ導管によりガスを供給することを言います。また小売供

給を行う事業を「ガス小売事業」、ガス事業法第 3条の規定に従い、経済産業大臣の登録を受

けた者を「ガス小売事業者」と言います。 

(3) 「特定ガス発生設備」とは政令（ガス事業施行規則）で定める簡易なガス発生設備をいい、高

圧ガス保安法または液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に規定する規格

又は技術上の基準に適合する容器並びに当該容器内において発生するガスの集合装置及び当該

容器に付属する気化装置からなります。 

(4) 「一の団地」とは、客観的に一区画をなしていると認められる土地の区域を言います。昭和４

５年の簡易ガス事業制定当時は戸建て住宅からなる団地を想定していましたが、その後集合住

宅が増加してきたため、現在は、「道路を横断又は並行している導管によりガスを供給する」

戸建住宅型団地と「道路を横断又は並行しない導管によりガスを供給する」集合住宅型団地に

分けて、「一の団地」の区画を決めています。なお、戸建住宅と集合住宅が混在する混合型団

地は、戸建住宅型団地と同様に扱われます。 

(5) 「供給地点」とは、特定ガス発生設備で発生させたガスをガスの使用者に供給すべき地点のこ

とであり、①２以上の集合住宅、木造アパート、中高層住宅等の共同住宅の場合には供給の相

手方となる者の室、②造成宅地等の分譲地の場合には、建物が建設され、供給地点が確定する

までの間は、分譲計画上の個々の区画を言います。 

   

 【まとめ】一定の区画内に、１事業者が、導管により、戸建住宅または集合住宅の７０戸以上に供給

する場合は、ガス事業法が適用される可能性があります。 

      新規供給が７０戸以上でなくても、例えば、既にガスを供給している既築の集合住宅４０

戸の近隣にある既築の３０戸の集合住宅に新たにガスを供給することになれば、一の団地に

７０戸以上となってガス事業法が適用されます。また、１０～２０戸程度の戸建集団供給を

同一町内で数カ所行なっていれば、やはりガス事業法適用の有無を確認しなければなりませ

ん。 

      ガス事業法改正前の簡易ガス団地は認可制でしたが、２０１７年のガス小売自由化により

ガス小売事業として登録制になり、参入は比較的に容易となっています。ガス事業法の適用

対象となった場合には、この「申請・届出の手引き」を参考に、遅滞なく申請・届出を行っ

てください。 
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1. コミュニティーガス事業を始める 

(1) コミュニティーガス事業を始めるためには、ガス小売事業の登録を受けなければなりません。登

録の申請については、法第 4 条及び規則第 6 条に規定されており、様式第１～３が定められて

います。提出書類は以下のとおりとなります。 

① ガス小売事業登録申請書（様式第 1） 

②    〃    添付書類 a.導管の設置の状況を記載した図面 

③ 電話番号、電子メールアドレスその他の連絡先 

④ 法第 6 条第 1 項各号(第 4号を除く)に該当しないことを誓約する書面 

⑤ ガス小売事業遂行体制説明書（様式第 2） 

⑥ 苦情処理体制説明書（様式第 3） 

⑦ 供給地点群の位置を明示した国土交通省国土地理院の発行に係る縮尺 5万分の１の地形図 

⑧ 小売供給を行おうとする地域ごとのガス工作物の設置の状況を記載した図面 

⑨ 小売供給を行おうとする地域ごとの主たる技術者の履歴書 

⑩ （申請者が法人である場合）     申請者の定款、登記事項証明書、最近の事業年度末の 

貸借対照表及び損益計算書並びに役員の履歴書 

（申請者が法人の発起人である場合）法人の定款及び役員となるべき者の履歴書 

(申請者が法人以外の者である場合) 申請者が事業を営んでいるときは、最近の事業年度末 

の貸借対照表及び損益計算書又はこれに準ずる書類 

（申請者が地方公共団体である場合）申請者がガス小売事業を営むことについての議決に 

係る議会の会議録の写し 

⑪ (提出の要請があれば) 他の者からそのガス小売事業の用に供するためのガスの供給を 

受ける場合における当該ガスの供給に係る契約書の写しその他の 

必要と認める書類 

 

(2) 法第 6 条の規定により、上記申請書を提出したものが次の各号のいずれにも該当せず、申請書

およびその添付書類の重要な事項につき虚偽の記載がなく、または重要な事実の記載が欠けて

いなければガス小売事業者に登録され、遅滞なく通知されます。 

① ガス事業法若しくはこれに基づく命令又はこれらに基づく処分に違反し、罰金以上の刑に

処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から 2 年を経過

しない者 

② 法第 10条第 1 項の規定（ガス事業法若しくはこれに基づく命令又はこれらに基づく処分に

違反した場合において、公共の利益を阻害すると認めるとき）により登録を取り消され、そ

の取消しの日から 2 年を経過しない者 

③ 法人であって、その役員のうちにＡ）・Ｂ）のいずれかに該当する者があるもの 

④ 小売供給の相手方の当該小売供給に係るガスの需要に応ずるために必要な供給能力を確保

できる見込みがないと認められる者その他のガスの使用者の利益の保護のために適切でな

いと認められる者 

  



 

2. 登録事項を更新する 

ガス小売事業者として登録されている間は、登録した事項を常に最新の状態に維持していく必要

があります。そのために変更登録の申請または届出の方法・様式が定められています。 

また、(1)(3)の場合には併せて供給計画の変更届が必要となる場合が多いと思います。 

(1) 変更登録申請を擁する事項（以下の項目の内、「軽微な変更」を除く。） 

⚫ 「軽微な変更」とは（規則第 7 条） 

➢ 変更後の最大ガス需要として見込まれる値（＝変更後最大ガス需要）が直近供給能

力値未満であるもの 

➢ 変更後の供給能力として見込まれる値が直近ガス需要値を超えるもの 

➢ 供給地点の数の変更であって、変更後最大ガス需要値が直近供給能力値未満であ

るもの 

【法第７条第１項、規則第 8条、様式第 4（変更を必要とする理由を記載）】 

① ガス発生設備及びガスホルダーにあっては、これらの設置の場所、種類及び能力別の数 

A) 供給地点群を新設する場合は①に該当しますので変更登録が必要となります。 

② 他の者からガス小売事業の用に供するためのガスの供給を受ける場合にあっては、当該ガ

スの量に関する事項 

③ 小売供給の相手方の当該小売供給に係るガスの需要に関する事項 

(2) 届出を要する事項（その１）【法第 7条第 4 項、規則第 9 条第 1 項、様式第 5】 

① 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

② 主たる営業所その他の営業所の名称及び所在地 

③ 事業開始の予定年月日 

④ その他経済産業省令で定める事項（前記 1.(1)の③～⑪） 

(3) 届出を要する事項（その２）【法第 7条第 4 項、規則第 9 条第 2 項、様式第６】 

① 上記 2.(1)①～③の事項の内、（2）の「軽微な変更」に該当する事項 

A) 複数ある供給地点群の内、一部の供給地点群を廃止する場合はこちらに該当しますの

で、変更の届出が必要となります。併せて、供給計画変更届も必要です。 

 

（注意!!） 届出か申請かの判断は見解が異なる可能性があります。届出と考え事後に届け 

     出た場合に、事前の申請が必要と判断された場合には時期を失することになりま 

すので、申請と判断された場合でも間に合うタイミングで、本省又は局の担当官 

に事前に相談されることをお薦めします。 

  



 

3. コミュニティーガス事業を承継する 

 コミュニティーガス事業の全部を譲渡の場合、またはガス小売事業者の相続、合併、分割（コミュ

ニティーガス事業の全部を承継させる場合）した場合には、コミュニティーガス事業を譲り受けた

者、相続人、合併後存続した法人もしくは合併により設立した法人および分割によりコミュニティー

ガス事業の全部を承継した法人は、前記 1.（2）①～③に該当しなければ、小売ガス事業者の地位を

承継します。承継した場合には、届出が必要です。【法第 8条、規則第 10 条、様式第 7】 

 届出書には以下の書類の添付が必要です。 

① コミュニティーガス事業の全部の譲渡、相続、合併もしくは分割があったことを証する書

類。 

② コミュニティーガス事業を承継した者がガス小売事業者以外の場合 

A) 法第 6 条第 1 項各号(第 4号を除く)に該当しないことを誓約する書面 

B) （法人である場合） 承継する法人の定款、登記事項証明書 

（法人の発起人である場合）承継する法人の定款 

 

4. コミュニティーガス事業をやめる 

ガス小売事業である全てのコミュニティーガス事業をやめる場合には、上記３．の承継以外にも考 

えられます。それが事業の休止・廃止および法人の解散です。【法 9条、規則 11・12条、様式第８】 

①  供給している唯一のコミュニティーガス団地の居住者が減少し、その団地の供給地点が

７０未満になり、これ以上供給地点が増える見込みがないと判断される場合には、ガス小売

事業を休止又は廃止して、液石法や高圧ガス保安法の適用を受けることが出来ます。この場

合、休止の届出をするためには３年以内に再びコミュニティーガス団地に供給する計画が

あることが必要と指導しています。供給計画上に予定が上がらなければ、事業の廃止を届け

出るべきでしょう。 

②  また、やむを得ず合併以外の理由で法人を解散することもあるでしょう。その場合には、

清算人（または破産管財人）が、遅滞なく解散の届出をしなければなりません。 

③ ①、②いずれの場合にも、あらかじめ相当な期間を置いて（②の場合には無理ですね！）、

次のいずれかの方法により需要家に適切に周知する必要があります。 

A) 訪問 

B) 電話 

C) 郵便その他の手段による書面の送付 

D) 電子メールの送信 

E) ＨＰ等の閲覧 

 

 

 

 



 

 

 

様式第１（第２条第１項関係） 

 

ガス小売事業登録申請書 

令和○○年〇○月○○日   

  ○○ ○○ 殿 

住 所 東京都○○区○○ ○―○―○ 

氏 名 ○○コミュニティーガス株式会社 

代表取締役社長 ○○ ○○ 印  

 

 ガス事業法第３条の規定により、ガス小売事業の登録を受けたいので、次のとおり申請

します。 

 

主たる営業所 
名称 ○○コミュニティーガス株式会社 

所在地 東京都○○区○○ ○―○―○ 

その他の営業所 

名称 ○○コミュニティーガス株式会社 東京支店  

所在地 東京都○○市○○ ○―○―○ ○○ビル 1 階 

名称 ○○コミュニティーガス株式会社 神奈川支店  

所在地 神奈川県○○市○○ ○―○―○ 

電話番号、電子メールアドレスその他の連絡先 
電話 ○○－○○○○－○○○○ 

電子メール ○○○○@○○○.co.jp 

その行うガス小売事業以外の事業の概要 
首都圏の一部（東京都・神奈川県・埼玉県）にお
いてLPガス販売事業を実施  

 

※以下の事項については、小売供給を行おうとする地域ごと（一般ガス導管事業者の導管に

よりガスを供給しようとする場合にあっては当該一般ガス導管事業者の供給区域（法第３８

条第第２項第４号に規定する供給区域をいう。以下同じ。）ごと、特定ガス導管事業者の導

管によりガスを供給しようとする場合にあっては当該特定ガス導管事業者の導管ごと、法第

２条第１項に規定する特定ガス発生設備においてガスを発生させ、導管によりこれを供給し

ようとする場合にあっては供給地点群ごと、又はその他の導管（以下「その他導管」という。）

によりガスを供給しようとする場合にあっては当該導管ごと）に作成すること。ただし、一

般ガス導管事業者の供給区域が複数の地域に分かれており、かつ当該地域間が導管で接続さ

れていない場合又は特定ガス導管事業者の導管及びその他導管が地理的に複数の地域に分

かれている場合にあっては、当該地域ごとに作成すること。 

  

申請者が法第２条第１項に規定する

特定ガス発生設備においてガスを発

生させ、導管によりこれを供給する者

である場合。 
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小売供給を行おうとする地域 供給地点群の名称：コミュニティー団地  

供給地点の数：１４５地点（○○県○○市○丁目 1～145 番地）        

最大ガス需要が見込まれる月及び時

間帯 

2 月 18 時～19 時 備

考 

当該供給地点群が所在する地

域においては、給湯等によるガ

ス需要により需要がピークを

迎えるのは２月の夜間になる

と考えられる（生産動態統計調

査等を元にモデルデータから

最大ガス需要を算出。）。 

最大ガス需要の見込み 30.2 ㎥/h 

供給能力の確保の見込み 48.8 ㎥/h 備

考 

 

内

訳 

(１)自社ガス発生設備等 

 確保するガス発生能力の見

込み 

48.8 ㎥/h  備

考 

換算係数 0.488 を使用 

自社ガス発生設備等による

供給能力の確保の見込み 

48.8 ㎥/h  備

考 

上記と同様 

ガス発生設備、特定ガス発生設備及びガスホルダーの設置の場所、種類及び能力別の数等 

 

設置の

場所 

種類 使用 

開始日 

ガス発

生能力 

能力別

の数 

供給能力の 

確保の見込み 
備考 

設備名 原料名 

ガス発

生設備 
        

特定ガ

ス発生

設備 

○○県

○○市

○-○ 

-○ 

 

コミュ

ニティ

ー団地

特定製

造所 

容器 

LPG 

平成 29

年 4 月 1

日、平成

28 年 10

月 1 日 

（工事

着工日） 

― 
50kg×

29 本×2 

100kg/h 

能力別

の数の

選定根

拠につ

いては

別紙を

参照。 

調整装

置 

100kg/h 

100kg/h

×1 

気化装

置 

100kg/h

×1 

 設置の

場所 

種類 使用 

開始日 

圧力及

び容積 

能力別

の数 

供給能力の 

確保の見込み 
備考 

設備名 原料名 

ガスホ

ルダー 

        



 

 

導管の設置の場所及び内径並びに導管内におけるガスの圧力 

導管 設置の場所 内径 総延長 導管内のガスの圧力 備考 

申請書に添付さ

れている導管の

設置の状況を記

載した図面参照 

100Ａ 340ｍ 

2.2 kPa～3.2kPa 

 

75Ａ 630ｍ 

50Ａ 1,560ｍ 

(２)相対契約 

 確保する契約ガス発生能

力の見込み 

㎥/h  

相対契約による供給能力

の確保の見込み 

㎥/h  

契約の相手方の事業者名・所在地・契約締結日等 

事業者名 
事業者の

所在地 

契約 

締結日 
契約期間 

契約ガス発生

能力 

供給能力の 

確保の見込み 

備考 

       

事業開始の予定年月日 令和○○年○月○日  

 

備考 １ 「小売供給を行おうとする地域」の欄には、一般ガス導管事業者の導管によりガ

スを供給しようとする場合にあっては当該一般ガス導管事業者の氏名又は名称を

記載し、特定ガス導管事業者の導管によりガスを供給しようとする場合にあって

は当該特定ガス導管事業者の氏名又は名称を記載し、法第２条第１項に規定する

特定ガス発生設備においてガスを発生させ、導管によりこれを供給しようとする

場合にあっては供給地点群の名称、供給地点の都道府県郡市区町村字番地住居番

号及びその数を記載し、その他導管によりガスを供給しようとする場合にあって

は供給しようとする場所（都道府県郡市区町村字番地及び事業場であるときは事

業場名）を記載すること。 

２ 最大ガス需要とは、当面見込まれる小売供給の相手方のガスの需要の最大値をい

う。 

３ 「最大ガス需要が見込まれる月及び時間帯」及び「最大ガス需要の見込み」の「備

考」の欄には、これらをどのように見込んだのかの説明を記載すること。 

４ 「供給能力の確保の見込み」の欄には、最大ガス需要が見込まれる時間帯におけ

る当該最大ガス需要の見込みに応ずるための供給能力の確保の見込みを記載する

こと。 

５ 他のガス事業者に対してガスを供給する見込みがあることその他の理由により、

「供給能力の確保の見込み」の欄に記載する値と、その内訳の合計値（「自社ガス

発生設備等による供給能力の確保の見込み」及び「相対契約による供給能力の確



 

 

保の見込み」の合計値）が一致しない場合には、「供給能力の確保の見込み」の「備

考」の欄にその理由を記載すること。 

６ 「ガス発生設備、特定ガス発生設備及びガスホルダーの設置の場所、種類及び能

力別の数等」における「特定ガス発生設備」の「ガス発生能力」及び「供給能力

の確保の見込み」を kg/h で記載する申請者にあっては、「自社ガス発生設備等に

より確保するガス発生能力の見込み」及び「自社ガス発生設備等による供給能力

の確保の見込み」の「備考」の欄に、kg/h を㎥/h に換算するに当たって用いた係

数及びその考え方を記載すること。 

７ 「ガス発生設備、特定ガス発生設備及びガスホルダーの設置の場所、種類及び能

力別の数等」の「設置の場所」の欄には、都道府県郡市区町村字番地及び事業場

名を記載すること。 

８ 「ガス発生設備、特定ガス発生設備及びガスホルダーの設置の場所、種類及び能

力別の数等」の「使用開始日」の欄にこの申請書の提出日より後の日を記載する

場合には、当該欄に当該ガス発生設備等の工事着工日も記載すること。 

９ 「ガス発生設備、特定ガス発生設備及びガスホルダーの設置の場所、種類及び能

力別の数等」の欄において、「ガス発生能力」の欄と「供給能力の確保の見込み」

の欄に記載する値が一致しない場合には、「備考」の欄にこれらの供給能力の確保

の見込みの考え方を記載すること。 

１０ 「ガス発生設備、特定ガス発生設備及びガスホルダーの設置の場所、種類及び

能力別の数等」における「特定ガス発生設備」の「備考」の欄には、能力別の数

の選定根拠を記載すること。なお、「備考」の欄への記載に代えて、当該事項を記

載した別紙をこの申請書に添付することも妨げない。 

１１ 「契約の相手方の事業者名・所在地・契約締結日等」の欄において、「契約ガ

ス発生能力」の欄と「供給能力の確保の見込み」の欄に記載する値が一致しない

場合には、「備考」の欄にこれらの供給能力の見込みの考え方を記載すること。 

１２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

１３ 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合にお

いて、署名は必ず本人が自署するものとする。 
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＜記載例＞ 

 

誓約書 

 

年  月  日   

○○ ○○ 殿 

住 所               

氏名（名称及び代表者の氏名） 印  

 

 

 弊社は、ガス事業法第６条第１項第 1号から第 3号までのいずれにも該当しないことを

誓約します。 

 

 



様式第２（第２条関係） 

 

ガス小売事業遂行体制説明書 

 

 

１．ガス小売事業を遂行する責任者 

  代表取締役社長 ○○ ○○ 

 

 

２．ガス小売事業を遂行する体制の概要 

  代表取締役社長がガス小売事業について全体を統括。 

  業務・保安部において、ガス小売事業全体のマネジメント、料金メニューの立案や顧

客管理、ガスの仕入れ、ガス機器の販売の営業活動、検針業務を実施。 

   配送（充填）・工事は○○株式会社に委託し、緊急時対応など保安業務に関しては、保

安業務規程に定める。 

  需要家への供給条件の説明や書面交付は、社内教育を実施することで法令遵守を徹底

する。 

原則、業務・保安部にて、相対又は電話にて供給条件の説明を行い、契約時の書面交

付は相対にて行う。 

   管理部において、経理・人事管理等の業務を実施。 

  また、顧客からの苦情や問合せ対応は平日 9時から 20時までは管理部、業務・保安部

で連携して対応し、休日 9時から 20時迄は○△㈱コールセンターに委託する。 

 

３．組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 備考 用紙の大きさは、日本産業規格 A４とすること。 

（○名） 

代表取締役

社長 

（○名） 

業務・保安部 

管理部 
○○株式会社 

○△㈱ 

コールセンター 

(配送（充填）・工事) 

休日（9時~20時） 

(苦情処理や問合せ) 

委託 

＜小規模事業者例＞ 

 



様式第３（第２条関係） 

苦情等処理体制説明書 

 

 

１．小売供給の相手方からの苦情及び問合せの方法 

 ・電話、FAX、郵便等により受付 

・お問合せ電話：本社電話・FAX 番号  

委託先○△㈱コールセンター電話・FAX 番号を記載 

対応時間帯：本社 9 時から 20 時迄（平日） 

○△㈱コールセンター 9 時から 20 時迄（休日）  

・苦情及び問合せの連絡先は、供給条件等の説明書、検針票に記載。 

 

２．小売供給の相手方からの苦情及び問合せを処理する体制の概要  

･ 苦情及び問合せは、平日 9 時から 20 時までは本社にて対応し、休日は○△㈱コール

センターに委託する。 

･ 全ての従業員が対応可能なように、弊社作成のマニュアルに沿って電話による苦情及

び問合せに対応。委託先にも対応マニュアルに沿って対応することを委託契約書等で

規定。 

・○△㈱コールセンターにて答えられない場合、連絡を受けて速やかに業務・保安部に

て対応。 

そこで十分な回答ができない場合、または、著しく問題となる場合などには、業務・

保安部長が対応。 

・ＦＡＸ等による苦情及び問合せについても同様の対応。 

 

    

３．小売供給の相手方からの苦情及び問合せを処理する体制図 

 

 

  

 

 

 

 

 

 備考 １ １．については、対応することができる時間帯も記載すること。 

    ２ ３．については、具体的な対応人員等も記載すること。 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格 A４とすること。 

本社（○名） 

責任者：業務・保安部長 

 

委託先（○名） 

○△㈱コールセンター 

（平日 9 時~20 時） 

（休日 9 時～20 時） 

＜小規模事業者例＞ 
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主たる技術者の履歴書.xlsx 主たる技術者の履歴書

　　　都

　　　道

大正 　　　府

昭和 　　　県

昭和 ○○ ○○ ○○

〃 ○○ ○○ ○○

平成 ○○ ○○ ○○

〃 ○○ ○○ ○○

〃 ○○ ○○ ○○

平成 ○○ ○○ ○○

上記のとおり相違ありません。

平成○○年○○月○○日

氏　名 　○　○　○　○ 印

備考 ：用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

◎　作 成 要 領

１．主たる主任技術者とは、申請供給地点群に係る技術責任者及びガス主任技術者として
　選任を予定されている者等をいい、これら該当者ごとに作成すること。

　　○○ガス株式会社○○支店勤務現在に至る。

　　△△ガス株式会社入社

　　年　　月　　日

生年月日 ○○年○○月○○日

賞　　　　罰 　な　　　し

免
状
の
有
無

種類 免状番号 備考

丙種ガス主任技術者 第○○号

　交付年月日

主たる技術者の履歴書

ふりがな

氏　　名

　　　　履　　　　歴

　　○○団地のガス主任技術者に選任

　　△△ガス株式会社退社

　　○○ガス株式会社入社

本　　　　籍　　　　地

職
歴
及
び
現
在
の
勤
務
地

□ 　□ 　□ 　□　

　　○○ ○○ ○○ ○○　　　
































